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はじめに
ASEANは2015年にASEAN共同体を創設する。ASEAN共同体のベNス
となるのが経済共同体である。ASEAN経済共同体が重要な第1の理由は、
東アジアで最も進展している地域統合であり、その影響力が大きいと考えら
れることである。たとえば、20世紀未まで東アジア唯一のFTAだった
ASEAN自由貿易地域（AFTA）は、ASEANと中国FTA、ASEANと韓
国FTAのモデルとなっており、デファクトのスタンダードとして研究中の
東アジアFTAにも影響を与えつつある。ASEAN経済共同体も構想段階の
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東アジア共同体に影響を与えることは十分に考えられる。
また、ASEAN経済共同体は、ASEANに進出し操業している日本企業の
事業とその戦略に影響を与えることは確実である。地域統合のメカニズムを
効率的に利用することが競争力の維持強化に重要となっており、ASEAN経
済共同体の行方に日本企業は注視をする必要が出てきていることが第2の理
由である。
本稿は、まず、ブループリントが作られた経緯を踏まえた上でその全体構
成を見ている。次に、ブループリントの重要性に鑑みその内容を詳しく検討
している。最後に、ブループリントが実施されるとASEANはどう変わるの
かを考察し問題点と課題を論じている。
第1章　ブループリントの作成と概要
ASEANは2015年にASEAN共同体の創設をする。ASEAN共同体は、安
全保障共同体、経済共同体、社会文化共同体の3つの共同体から構成される。
どのような共同体をどう作るのかについては、2003年のASEAN第2協和
宣言、20糾年のビェンチャン行動計画で構想や措置が提示されてきたl。
経済共同体については、優先分野統合のための枠組み協定が締結され、
ロードマップが作成されてきた。このように複数の計画や協定が発表されて
きたが、その実施状況は明らかにされていなかった。ビエンチャン行動計画
は2010年までの計画であり、優先分野統合のための枠組み協定は文字通り12
の優先分野（当初は11だったがロジスティクスが加わり12となった）のみを
対象としており包括的なものではなかった。
そのため、全分野を対象として2015年までをカバーする包括的な行動計画
として作成されたのが、ASEAN経済共同体ブループリントである。なお、
安全保障共同体と社会文化共同体のブループリントは2（カ8年の首脳会議まで
に作成し、首脳会議で採択される予定である。
ブループリント作成を決定したのは、20髄年8月にクアラルンプールで開
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催されたASEAN経済大臣会議である。同会議では、ASEAN経済共同体の
創設を2015年に5年早めることを決定し、ASEAN経済共同体に向けての単
‾かつ一貫したブループリントを作成することに合意した。続いて、2007年
1月にフィリピンのセプで開催された第12回首脳会議で、「ASEAN共同体
の創設を2015年に加速するセプ宣言」に署名し、経済共同体ブループリント
は、2007年11月の第13回首脳会議までに作成することを決定した。作成され
たブループリントは、2007年11月にシンガポールで開催された第13回首脳会
議に提出され、「ASEAN経済共同体ブループリント宣言」が署名され公式に
採択された2。
AECブループリントは、2008年から2015年までの経済共同体実現のため
の行動計画である。経済共同体に向けては、2004年に優先分野統合のための
枠組み協定が締結され、分野別のロードマップも策定されている。計画や措
置の実施状況は発表されていないので確認できないが、全てがスケジュール
どおり実施されてはいないようである。前述のように、行動計画は2010年ま
でであり、優先分野に限られている。そのため、2015年までを対象とし、優
先分野以外もカバーし、今までの実施状況を調整した新たな計画としてブ
ループリントが作成されたものと思われる。ブループリントの作成には米国
国際開発庁（USAID）が協力している㌔
ASEAN経済共同体により、ASEANは自由貿易地域（FTA）から物品、
サービス、投資、熟練労働者の自由な移動、資本のより自由な移動が行われ
る地域に統合が深化し、「単一の市場と生産基地（asinglemarketand
productl0nbase）」となり、ダイナミックで競争力のある地域になるとともに
発展の格差に取り組むとしている。
ブループリントは、ASEAN経済共同体の4つの特徴として、①単一の市
場と生産基地、②競争力のある地域、③公平な経済発展、④グローバルな経
済への統合、をあげている。また、コア・エレメントとして物品の自由な移
動からグローバル・サプライ・ネットワークへの参加まで17項目をあげてい
一4－
る。ブループリントの構成は、4つの特徴の各コア・エレメントに措置とス
ケジュールを提示し、実施メカニズムと戦略スケジュールを加えたものであ
る（衷1）。
戦略スケジュールは、2008－2009年のフェーズ1から2014－2015年の
フェーズ4まで4段階となっている。戦略スケジュールは全体で35頁あるが、
単一の市場と生産基地が22頁を占めている。
2008年に入って、ASEANブループリントのスコアカードが作られている。
スコアカードは、ブループリントの各項目の実施状況を国ごとに点検するも
のであり、実施機関、開始日と完了日などが示されている。スコアカードに
よる点検結果は、2008年の第14匝「首脳会議に報告される4。
表1経済共同体ブループリントの構成
1序文
2穫済共同体の特徴と構成要素
A．単一の市場と生産基地
B．娩争力のある経済地域
C．公平な経済発展
D．グローバル繰済への統合
3．実施
毅略的スケジュール
（コア・エレメント）
①　物品の自由な移臥②サービスの自由な移動、③投資
の自由な移臥④資本のより自由な移臥⑤熟練労働
者の自由な移動、（む優先統合分野、（D食料・農業・林
業
①　競争政策、②消費者保護、③知的所有権、④インフラ
開発、⑤税臥⑥電子商取引
（》　中小企業、②ASEAN統合イニシアチブ
①　対外経済関係、②グローバル・サプライ・ネソトワー
クへの参加
実施メカニズム、資源、コミュニケーション、見直し
（出所）ASEAN事務局、ASEANEconomicCommunltyBlueprintにより作成
第2章　ASEAN経済共同体ブループリントの内容
第1節　単一市場と生産基地
全体の6割を占める中核部分である。①物品の自由な移動、②サービスの
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自由な移動、③投資の自由な移動、④資本のより自由な移動、⑤熟練労働者
の自由な移動、が5つのコア・エレメントとなっている。他に⑥優先統合分
野と⑦食料、農業、林業の2項目が加わって7つのコア・エレメントに分け
られ，とるべき行動と措置（以下、行動とする）が捷示されている。
1）物品の自由な移動
物品の自由な移動は、単一の市場と生産基地を実現する主要な手段と位置
づけられ、AFTAのための共通効果特恵関税（CEPT－AFTA）協定を見直
し、包括的な協定を作るとしている。CEPT－AFTA協定の見直しは予定通
り進められ、2008年8月の経済大臣会議で「ASEAN物品貿易協定（ASEAN
TradeinGoodsAgreement：ATIGA）」が実質合意された。調印は2008年12
月の首脳会議で行われる。関税撤廃、非関税障壁撤廃、原産地規則、貿易円
滑化、税関統合、ASEANシングル・ウインドウ、標準と貿易の技術的障壁
について行動が提示されている。
関税撤廃については、2010年にASEAN6、2015年（一部2018年）にCLMV
で実施され、優先統合分野については2007年（CLMVは2012年）に関税が撤
廃される。これは既存のスケジュールである。センシティブリスト（SL）、
高度センシティブリスト（HSL）品目の関税削減スケジュールとICT品目の
関税削減（CLMV）も明示されている。SLとSHL品目のILへの移行と0
－5％への関税削減は、2010年1月（ASEAN6）、2013年1月（ベトナム）、
2015年1月（ラオス、ミャンマー）、2017年1月（カンボジア）である。
2008年8月の経済閣僚会議の記者発表によると、CEPT税率はASEAN6平
均（単純平均）が0．97％、ASEANlO平均で1．95％となっている5。
表3　関税撤廃の戦略スケジュール
・CEPT協定の強化
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関税蜘 減 ・全 n 品 目 の 0－
5％へ の削減 （ラ オ
ス、 ミャンマー、
2α冶）
・全 IL品 目の 0－
5％への削減 （カ ン
ボジア）
関税撤 廃 ・CEPT 対 象 外 品
目を CEPT に統合
・L品 Eのα）％ の
関税撤廃 （ラオス 、
ミャンマー、2α）8）
・Ⅲ 品 目 の60％ の
関税撤廃 （カ ンボジ
ア、2010）
・全 IL 品 目 の80％ ・仝 n 品 目 の80％ ・全 n 晶 ヨの80％
の関税撤 廃 の関税撤廃 （ペ トナ の関 税撤廃 （ラオス、
（ASEAN6，2（泊7） ム、2010） ミャ ンマ ー、2012）
SL，HSL以 外 の 全
品 目の関税撤廃
（ASEAN6，2010）
SL HSL以 外 の 全
品 目の 関税撤 廃
（CLMV、2015、 若
干のセ ンシテ ィブ 晶
削 ま2018）
・優先 統合分野の 関
税撤廃
（ASEAN5，2∝の
・優 先統合分野 の関
税撤 廃
（CLMV、2012）
・e－ASEAN 枠組 み
条約 に よる ICT 製
品の関税撒贋
（CLMV、第 1回分
2（鵬 、第 2国分
2（X沿）
・lCT 製 品 の 関 税
撤廃 （CLMV 第 3回
分、2010）
・SL 品 目の 0－ 5 ・SL 品 目の 0－ 5 ・SL　 品 目の Ⅲ へ
％へ の関税削減 ％へ の関 税削減 （ペ の移行 と 0－ 5％へ
（ASEAN6，2010 トナ ム、2013）、砂糖 の関 税 削 減 （LM、
年 ） は2010 2015、C，2017）
・ESL晶 ∃ の 関 税
削減
（出所）ASEANSecretarlat（2CK）7）StrateglCScheduleforASEANEconomic
Commllmty
非関税障壁の撤廃については、ASEAN5は2010年、フィリピンは2012年、
CLMVは2015年（一部2018年）に撤廃するとしている。（非関税障壁）通知
議定書の遵守による透明性の向上と効果的な監視メカニズムの設立を行い、
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スタンドスティル（現状より障壁を増加させない）とロールバック（自由化
の後退をしない）の約束を遵守するとしている。
原産地規則については、CEPT原産地規則の改善と手続きの簡素化、証明
書の電子化などが進められる。2007年8月に従来の累積付加価値40％基準に
加え関税番号変更基準（HS4桁および6桁）を採用することが決定されてお
り、2008年8月1日から施行されている。
関税分類については、全加盟国でAHTN2007（ASEANHarmonlZedTariff
Nomenclature：ASEAN関税分類）が採用されている。
表4　非関税障壁撤廃と原産地規則の戦略スケジュール
2α 洛 一 2Cの9 2010－ 20ユ1 2012－ 2013 2014－ 2015
非 関 税 障 壁 撤 廃 ・ ス タ ン ド ス テ ィ ル
と Gトー ル パ ッ ク 約 束
の 実 行
う ・う ヰ
・通 知 手 続 き と 監 挽
メ カ ニ ズ ム 議 定 書 に
よ る 透 明 性 向 上
う ◆ ⇒
・非 関 税 障 壁 撤 廃 ・非 関 税 障 壁 撤 廃 ・非 関 税 障 壁 撤 廃
（A SE AN 5， 2010） （フ ィ リ ピ ン 、
2012）
（CLM V 2015）若 干
の セ ン シ テ ィ ブ 品 目
は 2018年
原 産 地 規 則 ・CEPT 原 産 地 規
則 の 改 音 （2㈱ 7）
・テ う ◆
・発 給 手 続 き 簡 素 化 、
電 子 化 を 含 む 円 滑 化 、
可 能 な 限 り の 手 続 き
の 訴 和 と 整 合 （2∝）7）
・う ・ラ ・ラ
・加 盟 国 の 仝 原 産 地
規 則 の 見 直 し
・ウ う ・ラ
・累 積 メ カ ニ ズ ム を
検 討
（出所）表3と同じ
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貿易円滑化など
貿易円滑化では、貿易・通関手続きとプロセスを簡素で調和し標準化され
たものとするための包括的な貿易円滑化作業プログラムを実施する。透明性
と可視性を増し、貿易関係者の干渉が可能となるようにするとしている。地
域貿易円滑化協力メカニズムとASEAN貿易円滑化情報蓄積システムを創
設する。ASEANでの決定を各国レベルで実施す措置を講じ、能力養成プロ
グラムを作るとしている。
税関統合では、貿易円滑化プログラムで目指す簡素で調和がとれ国際標準
に即した手続きを導入しASEAN税関申告書による貨物・船積手続きモデル
を通じて税関業務を現代化する。生産とサプライ・チェーンの統合に対応す
るためにASEAN通関トランジットモデル、委託加工や仮輸入などに対応で
きる通関システムを創設する。関税分類、関税評価、原産地決定システムの
調和と統一を実現し、ASEAN電子通関を実施することなどが決められてい
る。
複数の行政機関にまたがる貿易に関する手続きを1つの窓口に統一され電
子化された書類を提出することにより行うシングル・ウインドウでは、各国
のシングル・ウインドウを実現し、それを統合する段階である。シングル・
ウインドウにより通関手続きの時間とコストを削減することが可能になる。
ASEAN6では、2008年までに自国のシングル・ウインドウを実施し、
CLMVでは遅くもとも2012年には開始する。申告書類、その処理を共通化
し電子化を進めることが必要であり、データ処理を国際モデルに従い標準化
し、ICTの導入を加速するとしている。
基準と貿易の技術的障害では、ASEAN基準・適合性政策ガイドラインの
実施により、任意規格、強制規格、適合性評価手続きなどの調和を国際慣行
に従い実現する。ASEAN相互承認枠組み条約で指定された特定分野の相互
承認協定（MRA）の実施、検査試験認証機関の設備、機能の充実、WTOの
貿易の技術的障害に関する協定に準じて手続きを規定し透明性を高める。販
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売後監視システムの強化、能力養成などを実施するとしている。
表5　貿易円滑化などの戦略スケジュール
2（伽 － 2（沿9 2010 － 2011 2012－ 2013 2014 － 2015
税 関 統 合 ・通 関 構 造 の 統 合 ヰ ・ウ
級 略 的 税 関 発 展 計
画
・貨 物 と 船 積 手 続 き
の 地 域 モ デ ル の 実 施
に よ り シ ン プ ル で 統
一 き れ た 通 関 手 続 き
を 導 入 し 通 関 業 務 を
近 代 化
・ナ
・A SE AN 通 関 ト ラ
ン ジ ッ ト シ ス テ ム の
創 設
・ケ
・生 産 統 合 と サ プ ラ
イ ・チ ェ ー ン の 促 進
を 視 野 に 入 れ 仮 輸 入 、
委 託 加 工 な ど の 特 殊
な 通 関 形 態 を 取 り 扱
う A SEA N 通 関 シ
ス テ ム の 創 設
う
・ 関 税 分 類 、 関 税 評
価 、 原 産 決 定 の 現 代
化 と A SEA N 電 子
通 関 の 創 設
（e－Custom s）
・ラ
・上 記 に 関 連 し 国 際
的 な 標 準 と 慣 行 を 採
用
◆ ・う
・通 関 の 円 滑 化 ・う ⇒
・人 的 資 源 開 発 ・う ◆ ⇒
・ASEA N
e－C ustom s の 実 施
⇒ ・ナ 十
・通 関 の 効 率 化 の た
め の 相 互 支 稜
う ナ ◆
A SE A N シ ン グ ル
・ ウ イ ン ド ウ
・ASEA N 6 で の 回
家 シ ン グ ル ・ウ イ ン
ド ウ の 2∞ 8年 ま で の
実 施
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・CLMV で の 国 家
シングル ・ウ イン ド
ウの2012年 までの実
施
ヰ ⇒
・質易通関手紙 きの
簡 素化、調和梼 準化
措 置の実施
・ナ ⇒
・関税協 力理事 会
（WCO）モデル、国
連 貿易デー タダイ レ
ク トリに基づ く貿 易
デ ー タの 標 準 化、
ICT導 入加速
十 ナ
・貿易円滑化 、通関
に関連す る全分 野で
の ICT の適 用
◆ ・ケ
基準及 び適 合性 ・化粧品の単 一規机
スキーム実施
・化粧品 単一規制 ス
キ ームのモニ タリン
グ
う ⇒
・電気電子機 器に関
す る ASEAN 迩 柴
別 相 互 承 認 協 定
（MRA）の実 施モニ
タリング
⇒ ・電気電子 機器の単
一規制体制 実施のた
め適合性評 価機潤 の
利用
・電気電子機 格の単 う ・電気電子 微器の単 ・電気 電子機谷 の単
一規制体制実 施の準
備
一規制体机 の実施 一規制 体制の巽施 モ
ニ タリ ング
・潅事 ・医療 機器の
た め の ASEAN 共
通技術書類
（ACTD）実 施
・ACT】〕実 施 モ ニ
タリ ング
十 ⇒
・評価における規制
栂 閥の能力 とイ言板性
の 強化
う ◆
・全加盟国の指定 分
野 で の TMIISの 技
術的要件の調 和
・蒸 品の GMP検査
の MRA の実施のモ
ニ タリング
⇒
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・標準お よび強制規
格 の調和の実 施
・ラ
・医 療機器のた めの
ASEAN共 通申請 書
式 （CSDT）の実施
・CSDT のモニ タリ
ング
・う ⇒
・伝統 的医薬品 と健
廉サ プル メン ト
・TMHSの 強 制 鼓
格の調和
（TMHS）ASEAN
標準 の開発 と強制 規
蔑格 の調和 を行 う分
野の指 定
・薬品 の AS】iAN 優
良製造 プ ラクテ ィス
（GMP）検 査の調 印
と実施 準備
・薬 品の GMP検 査
の MRA実 施
・い くつかの業種 に
つい ての販 売後警 戒
シス テムの創設 と実
施
・販売後警 戒システ
ムの実施モ ニ タリン
グ
・木 製品、 ゴム製 品
などの分野 の標準 と
強制規格 を策定す る
分野 の指定 と調和
・標準 と強 凱規格の
調和の継続
・試験機 関な ど技術
インフラの強化
（出所）表3と同じ
2）サービスの自由な移動
サービスの自由な移動については、優先統合分野の枠組み協定、ロード
マップなど既存の文書に比べ、記述が詳しくなっている。2015年までに
ASEAN域内のサービスの自由な移動、即ち、国境を超えたサービス供給者
によるサービス供給と企業設立に実質的に制限がなくなる。サービスの自由
化は、サービス調整委員会による交渉（ラウンド）を通じて実施される。金
融や空運など特定分野は、関連省庁の機関が担当する。
実質的に全てのサービス貿易の制限を次のスケジュールで除去する。①空
運、e－ASEAN、ヘルスケア、観光の4優先分野は2010年まで、ロジスティ
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クスは2013年まで。②その他の全分野は2015年まで。③2α通年、2010年、
2012年、2014年、2015年にサービス交渉を実施。各ラウンドでは、最低、次
の数のサブセクター（GATSのW／120サービス分類による）の自由化を目標
とする。2008年（10）、2010年（15）、2012年（20）、2014年（20）、2015年（7）
で合計72サブセクターである。
モード別では、モード1（サービスの越境）とモード2（国外消費）は例
外を除き制限を撤廃する。モード3（業務拠点）では、外資出資比率制限を
緩和し、2015年に70％とし、その他の市場アクセス制限を除去する。内国民
待遇、モード4（サービス供給者の越境）分野共通約束のパラメーターを2009
年までに定める。
サービス貿易の自由化は、「ASEAN－Ⅹ方式」、代替分野の自由化、次の交
渉への自由化持越しなどにより柔軟に進める。現在実施中のMRA交渉（建
築、会計、調査、医療）を2008年、歯科診療サービスのMRAを2009年まで
に完了する。2012年までにその他の専門分野のMRAを確定し、2015年まで
に協定を作る。金融については、秩序ある金融部門の発展と社会経済的安定
を確保するため経済発展レベル、各回の政策などを考慮し、「ASEAN－Ⅹ方
式」により自由化を進める。
表6　サービス分野の戦略スケジュール
2〔氾8－2（櫛 2010－2011 2012－2013 2014－2015
AFASに よるサ ー ・4優先分野 のサー ロジ ソステ イタス さ ・その他 の仝サー ビ
ビス自由化 ビス貿易 の実質的に あー ビスのサー ビス ス分野 のサー ビス貿
全 て の 制 限 除 去 貿易 の実賀的 に全 て 易の実 質的に全ての
（2010） の机隈 の除去 （2013
年）
制限の 除去（2015年 〉
・少 な くとも10の新 ・少な くとも15以上 ・少 な くと も20以上 ・少 な くとも20新分
分 野 の 自由 化 ス ケ の新 分野の 自由化ス の新分野 の 自由化 ス 野 （2014年）、7分野
ジ ュール （2（鵬 年） ケジュー ル（却 10年） ケジュール （2012年） （2015年）の 自由化
スケジュール
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・善 意に よる規制 を
除 きモー ドユとモー
ド 2 の 制 限 除 去
（2㈱ 年）
⇒ ⇒ う
・4座先 分野の外資
出資 比率 を51％以上
とす る （2腑 年 ）
・4優先分 野の外資
出資比率 を70％以上
とす る （2010年）
◆ ◆
・ロ ジ ス テ ィ ク ス ・ロ ジ ス テ ィ ク ス ・ロ ジス テ ィ ク ス 十
サ ー ビスの外賓 出資 サー ビスの外資出資 サ ー ビスの外資 出資
比率 を49％以上 とす 比率 を51％以上 とす 比 率を70％以 上 とす
る （2∝ 8年） る （20ユ0年 ） る （2013年）
・その他のサー ビス ・その他 のサー ビス ヰ ・その他 のサー ビス
分野 の外資出資比 率 分野の外資 出資比率 分野 の外 資出資比率
を49％ 以 上 とす る を51％ 以 上 と す る をm ％ 以 上 とす る
（2（髄 年） （2010年 ） （2015年）
・AEM の承故 によ
りモー ド3の市場 ア
クセス制限 を漸 進的
に除去
ヰ ⇒ ⇒
・サー ビス障壁 リス
トの完成 （2∝賂年 8
月 まで）
・モー ド4の内 国民
待遇 の 自由化 と各ラ
ウ ン ドの共通約 束の
パ ラメー ターを作る
・合 意 され た パ ラ
メー ターに従い約束
ス ケ ジ ュ ー ル策 定
（2（沿9年）
ヰ ◆
相互承認 協定 ・交 渉中の MRA の ・そ の他のサー ビス う ・MRAの 完全爽施
（MRA） 完成、建築 、会計調
査、開業医 、歯 医者
（2∝）8年 ）
の MRA （20ユ2年）
・完成 した MRA の
実施
◆ ◆ ⇒
金融 サー ビス ・2015年 までの 自由 ・回 リス トへの合 意 ・2020年か ら維持 で ・加盟国が指定 した
化の ため に各加 盟国 きる事 前合憲柔軟性 保 険、銀行 、資 本市
に より維持 で きる率
前合意 した柔軟性の
リス トの作 成
リス トの作成 均 の制限 を2015年ま
で に 実 質 的 に 除 去
（Annexl）
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・2017年 まで に2020
年 から維持で きる事
前合憲柔軟性 リス ト
への合意
・そ の 他 の 分 野 の
サー ビス貿易 の削服
を22020年 まで に 実
質的に除去
（出所）表3と同じ
3）投資の自由な移動
ASEANの投資協力は1988年のASEAN投資地域（ASEANInvestment
Area，AIA）枠組み協定により実施され、投資保護は1987年のASEAN投資
促進保護協定（ASEAN投資保証協定、IGA）により行われている。この2
つの協定の見直しと統合を行い、ASEAN包括的投資協定（ACIA）を策定
する。ACIAは、2008年の経済大臣会合で実質合意されている6。AIAの下
で全産業（製造業、農業、水産業、林業、鉱業とこれら5産業に付随するサー
ビス業）は開放され、設立前と設立後の内国民待遇が投資家に与えられる。
一時的除外リスト（TEL）は、合意された予定表に従い段階的に廃止され、
センシティブ・リスト（SL）は、廃止予定表はないが見直しを定期的に行う。
投資保護については、投資家と国家の紛争解決メカニズム、資本・利益・
配当の送金と償還、接収と補償、全体的な保護と保証、紛争により生じた損
失の補償、についての規定を強化する。
円滑化と協力では、透明で一貫し予測可能な投資ルール、規制、政策、手
続きの実現のために、次の行動を行う。産業補完と経済統合の促進のための
投資政策の調和、申請・認可手続きの簡素化、ワンストノブ投資センターあ
るいは委員会を通じた情報提供、データベース強化、関連機関の協調の強化、
民間部門との協議、ASEAN大での補完と2国間の経済統合分野の確定と作
業。
促進活動では、ASEANを統合された投資と生産ネットワークの地域とし
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て投資促進を行い、次のような行動を行う。全ての形態の投資を促進するた
めに必要な環境の創出、ASEAN域内投資、特にASEAN6からCLMVへの
投資、中小企業と多国籍企業の成長と発展の促進、ASEANにおける多国籍
企業の産業補完と生産ネットワークの促進、地域クラスターと生産ネット
ワークに焦点をあてた合同投資ミッション、AICOスキームに加えASEAN
産業補完イニシアチブの恩恵の拡大、ASEAN域内の二重課税の防止のため
の2回間協定。
自由化では、2015年までに投資の自由と開放を実現するために段階的自由
化を行う。そのための行動は、例外を最小限とした、内国民待遇と衆意国待
遇を含む無差別取扱いの拡大、優先統合分野への投資に対する制限の削減知
可能な場合の除去、パフォーマンス要求を含む制限的投資措置と障害の削減
と除去。
表8　投資の自由な移動の戦略スケジュール
2∝蛤－2（X汐 2010－2011 20ユ2－2013 2014－2015
ASEAN投 資地域
（AIA）
・新 ASEAN包　 括
的投資協 定 （ACIA）
の策定
・第11回 AIA評濃 会
への ACIA の提 出
自由 化 ・投資制 限 ・障壁 の ・2010年 に第 17ェ ・2012年 に第 27ェ ・2014年 までに最終
段階的削減 ・撤廃の ーズを完了 ー ズを完 了 フュ ーズを完了
第 1フェーズの開始 （ASEA∬ 8），ラオ
ス と ミャ ン マ ー は
2011年 に完 了
（ASEAN 8）、ラオ
ス と ミ ャ ンマ ー は
2013年
（ASEAN8）、ラオ
ス と　ミ ャ ンマ ー は
2015年 に完了
・最4、隈の制限 しか
ない 自由で 開放的 な
投資 レジー ムの実 現
（2015年）
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・投資 家の移動促進
のため の投資 措置 の
調和の実 施
・投資制 限 ・障壁の
段 階的削減 ・撤 廃の
第 2フェーズの開始
（ASEAN 8　は2010
年、 ラオス、 ミャン
マーは2011年）
・最 終フ ェーズ の開
始 （ASEAN8は
20ユ2年、 ラオス、 ミ
ャ ンマー は2013年 ）
円滑化 ・投資捨 置 につい て ‥ペス トプラ クテ ィ ・導 入 された投資槽 ・投資措 置の見直 し
の国際 的なペス トプ
ラクテ ィスの調査
スの採用 開始 正の 影響効果の見 直
しと評価
と評価
・国際 的なペス トプ
ラクテ ィスの検討 と
推薦
・ASEANの 投資 関 ・投資刊行物 の印刷・ ・投資刊 行物の印刷 ・ ・投資刊行 物の印刷 ・
連刊行物 の印刷配布 配布 （投資報告 、投 配布 （投 資報告 、投 配布 （投 資銀告、投
（投資 報告、投資統 資 統計、生 活ガ イ ド 資絞 計、 ビジネスが 資統計 、電子産東 ダ
計、 ガイ ド1 ッタ、 ブ ック、物流 デイレ イ ド） イレク トリ、部品 産
アウ トソー シングに
関す る小 冊子 など）
ク トリ、環境 に優 し
い産業 を含 む新 成長
領域の開発 と促 進）
業 ディレク トリ）
・CLMV におけ るイ
ンフラ投 資の調査 と
促進
・ASEA封 と対 諸国
との投資 ウエ ツ1サ
イ トの リンク
・ASEAN 投資促 進
ビデオの作成
・物品 とサー ビスを
カバ ーする外国投資
デ ータベースの完 成
・ASEANの 投資促
進機関 の ネッ トワー
ク
・投資 円滑化の ため ・投資円滑 化のため ・ASEAN 産業協 力 ・投資 円滑化の ため
にビジネス界 との協 に ビジネス界 との協 イニ シアチ ブを通 じ にビジネス界 との 協
云濃 濃 た地 域 クラス ター と
生産 ネソ トワー促 進
議
ー17－
・産 業 ク ラ ス ター ・外 国投資 について ・投資保 護 と紛争解
デユ タペ ースの完成 の重 要問題 につ いて
の法論 実施
決の ためのセ ミナー
開催
促進 ・対内投資 ・対外 投 ・対 内投資 ・対外投 ・対内投 資 ・対外投 ・対内投資 ・対 外投
資について の ミソノ 資 についての ミソソ 資 につ いての ミツ ツ 資 について の ミソツ
ションを 2回実 施 ショ ンを 2回実施 シヨンを 2回実施 シ ヨンを2回実 施
・ASEAN 6主 催 に ・ASEAN産 業協 力 ・ASEAN産業 協力
よる CLMV 投 資 セ イニシアチ ブを通 じ イニ シアチブ を通 じ
ミナ ーを閑偽 た地域 クラ スターと
生産 ネブ トワーク促
進
た地域 クラス ター と
生産 ネ ソトワー ク促
進
保護 ・投資 保護 と紛争 解
決の ためのセ ミナー
開催
・投資保 護 と紛争解
決のため のセ ミナー
開催
（出所）表3と同じ
4）資本のより自由な移動
ASEANの資本市場の統合と資本の移動促進強化が2大目標である。資本
市場の耗合では、上場、負債証券、情報開示要求と証券の流通ルールの分野
で資本市場の基準の調和、市場の専門家の資格、教育、経験の相互承認のた
めのMRAの促進、有価証券発行の用語と法の柔軟性、債務証券発行におけ
る投資家の基盤拡大のため源泉課税構造の促進、為替市場と公債市場のリン
ケージの市場主導による促進、を行うことになっている。
資本移動の促進では、秩序ある資本勘定の自由化、自由化プロセスで発生
する可能性のあるシステミックリスクとマクロ経済の不安定に対するセーフ
ガード措置を認めること、自由化の恩恵の仝ASEAN諸国による共有が原則
となっており、次の行動を実施するとしている。資本勘定取引の支払いと移
転の促進のための制限の除去・緩和、外国直接投資と資本市場の発展促進の
ために資本移動の制限を除去・緩和。
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表9　資本のより自由な移動の戦略スケジュール
2㈱8－2（幻9 2010－2011 2012－2013 2014－2015
ASEAN資 本市 場
発展統 合の強化
十 ⇒ ⇒ ・債務証券 、情報開
示、流通 ルールにつ
いて資本市場 での基
準の調和 の実 現
・ナ ナ ◆ ・市場専 門家の資格
の相互承 忽
⇒ う う ・証券発 行の用語 ・
法律 の柔軟性 実現
・ラ ⇒ ⇒ ・ASEANで の債務
証券発行 の投 資家 の
基盤拡 大のための 源
泉課税
う ヰ ・ウ ・国境 を超 えた資 金
調達 を含む為替市 場
と公 僕市場 リンケー
ジの市場誘導 による
促 進
資本移動 の促進
資本 移動 の 自由化
の原則
l秩 序 あ る資 本勘
定 の自由化
2．マク ロ経 済の不安 定化 とシステ ミ ック リス クに対す る七一
フガー ド描匿 を認める
3．自由化の恩 恵は全加盟国 が享受
外 国直接投資 ・対 内 ・対外外国 直
接投 資の自由 な移動
の ための 自由化 ルー
ルの評価 と調査
・段階的 自由化 ◆ ・自由化 の継続、直
接投資 、ポー トフォ
リオ投資 、その他 の
資本 フローに関連 す
る事 項を対象 とす る
ポ ー トフ ォリオ投
資
2仰 9－2010
・ポー トフォリオ投
資の 自由 な移動 のた
めの ルール評価 と調
査、下記 を含む
◆
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・国内債務証券 と株
式 の非居住者 による
賎 入
2011－2013
・段 階的自由化 う
・非 居住者 による債
務証 券と株式の発行
・ポー トフォリオ投
資 による収益の本 国
送金
・居住者 に よる債務
証券 と株式 の海外で
の発行 と販 売
・居住者 に よる債務
証券 と株式 の海外で
の購入
その他 の投資 2011－2012
・他 の資本 フロー、
特 に長 期外国借入 貸
出の 自由化ルー ルの
評価 と調査
⇒
資本勘定取 引 ・可 能であ れば二 重 ・可能 であれば二重 ・本国送金 、解 約要 ・その他の 自由化の
為 替制度慣行億廃 の
ための金融市場の 発
展
為替糾度慣 行撤廃 の
ための金融 市場の発
展
件 の撤廃 ・緩和 継続
・外 国為替隣人 と貿
易外 取引、経常移転
の ための支払い規制
の緩和
・2011年 までに IM
F協定 8条 国化
円滑 化 ・ルール変更 を支模
す るための法的及 び
規制 の枠組 みの制定
と修正
う ・ウ ・ラ
・秩序 あ る 自由化の
ための規制 枠組み制
定支援 を目的 として
ブル ーア ンシァル規
制 と監督 についての
政策対緒
う う ・ケ
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・各 国 で の 資 本 フ ロ
ー の モ ニ タ リ ン シ ス
テ ム創 設
ヰ ・ウ ・ウ
・資 本 フロ ー に関 連
した政 策 、 統 計 イ ン
フ ラ の調 和 の ため の
協 力
◆ ・ラ ヰ
・自 由 化 ルドールの 進
展 を加 盟 国 が 共 有
う う 一，
（出所）表3と同じ
5）熟練労働者の自由な移動
物品、サービスの貿易、投資に従事する自然人の移動について、受入国の
法規に従った管理された移動と入国のため、国境を超えた貿易と投資に従事
する専門家と熟練労働者のための査証と雇用許可の発行を促進する。
2015年までのサービス移動の自由化を促進するため次の行動により調和と
標準化を進める。学生と教職員の移動促進のためのASEAN大学ネット
ワーク間の協力強化、優先サービス分野（2009年まで）、その他のサービス
分野（2010年から2015年まで）での職業訓練、訓棟者の技能のコアコンピテ
ンスと資格の開発、技能・職業配置・労働市場情報ネットワーク開発のため
の各国の研究能力の強化が行動としてあげられている。
麦10　熟練労働者の自由な移動の戦略スケジュール
2∝略－2∝ゆ 2010－2011 2012－2013 2014－2015
熱 線 労 勧 者 の 自 由 ・2㈱ 8年 まで に 優 先 ・2015年 ま で に 仝
な移 動 分 野 を含 む 自 由 職 業
サ ー ビ ス で の MRA
完 了
サ ー ビ ス 分野 に 必 要
な 技 能 の コ ア コ ン ピ
テ ンス を 開発
・2（氾9年 まで に 優 先
サ ー ビス 分 野 に 必 要
な 技 能 の コ ア コ ン ピ
テ ンス を開 発
（出所）表3と同じ
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6）優先統合分野と食料・農業・林業
12優先統合分野は、調整担当国とロードマップが定められ、共通および分
野別のイニシアチブが決定されている。優先統合分野のロードマップの進展
について年2回の見直しを行い、民間部門など利害関係者との定期的協議と
対話により分野別のプロジェクトと措置を確定する。
食料・農業・林業分野で食の安全のための検査基準の調和などが行動の中
心となっている。ASEANの食料、農業・林業製品の城内と城外貿易および
長期的な競争力の強化のため次の行動を行う。農産品と林産品のAFTA
実施状況のモニタリング、危険分析重点管理（HACCP）を基盤とするシ
ステムの実施・確認・検証、改善された研究施設により食の安全を確保し
ASEAN水産品の世界市場における競争力を支援する品質管理システムを開
発・応用し、2（泊9年までに中小企業に適用する。優良農業養殖慣行（GAP）、
優良畜産慣行（GAHP）、優良衛生慣行（GHP）、優良製造業慣行（GMP）、
HACCPを基盤としたシステムを創設し、20112年までに貿易可能性のある
農産品、食品に適用する。2010年までに検疫検査システムを調和、2015年ま
でに国際標準指針に従い貿易可能性のある農産品、食品、林産品の衛生植物
検疫措置を調和。2010年までに国際標準指針に従い貿易穀物の殺虫剤最大残
留限度を調和。国際標準指針に従いバイオテクノロジーから派生した農産品
の規制枠組みの調和。ほかに、園芸品（2015年）、動物（2015年）、化学品の
使用（2009年）、の管理基準の調和、森林認証の枠組み開発などがあげられ
ている。
ASEAN城内およびWTO、世界農業機関（FAO）、動物の健康に関する世
界機関（OIE）、国際植物保護協定（lPPC）、国際食品規格（CODEX）、絶滅
危倶動植物の貿易に関する協定（CITES）などの国際機関及び対話国との協
力によりASEANに関連のある事項について合同戦略を策定する。農産品、
食料、林産品の分野で共同研究と技術移転を進める。違法伐採と違法農業の
取り締まりの強化などを行う。
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ASEANの農業協同組合を農産品の市場アクセスを行う手段として、また、
農民の利益のために強化する。
表11優先統合分野と食料・農業・林業の戦略スケジュール
2∝賂－2∝泊 2010－2011 2012－2013 2014－2015
優先分野の 統合 ・ロー ドマ ノブの 進
展 のモニ タリング と
年 2回の見直 し
ヰ ⇒ う
・民 間企業 など利益
関係者 との対語協議
を通 じた分野別 プロ
ジェ ク トの確定
⇒ ・ラ ⇒
・11使先 分野 ロー ド
マ ソプの 大半の措置
の完了
・ロ ジス ティクスの
統合 のための大 半の
措置 の完了
食科 ・農業 ・林業
域内 域外 貿易 の促
進 と盛期 的 な娩 争
力強化
危 穀 分 析 定点 管 理
（EACCP）の実践、
確認 、検証 により世
界 市 塙 に お け る
ASEAN 水 産品の 競
争 力を支援 、会の 安
全 を確 保す る水産 品
品質管 理の開発通欄 、
試験施 設の改掛 こよ
り小企 業に も2仰9年
までに品質安全管 理
を適 用
・優良農 茫 ・養 殖慣
行 （GAP）、優 良畜産
慣 行 （GAlP），優良
製造勢慣行 （GMP）、
HACCPの 確 立、
2012年 まで貿易 可能
性 のある農産品 食品
を対 象 とす る
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・2010年まで に検疫 、
検査 、サ ンプ ル検査
手続 きを調和
・2015年 まで に貿 易
可能性 のあ る農 産品、
食品 、林産品の衛 生
植物検疫措 置 を確 立
・2010年 まで に広 く
貿易 されてい る穀 物
の殺 虫剤の最大残 留
限度 （MR Ls）の 調
和 を国際基準 に従 っ
て実 施
・2015年 までに バイ
オテ クノロ ジー から
派生 して生産 された
農産 品の親 別枠組 み
を調和
・2015年 までに
ASEAt寸で 経済的重
要性 を持 つ既妾 晶、
農産 品の安 全品 質基
準 を調和
・養殖 にお ける化 学
物質 の使 用の ガイ ド
ラインと有昏化学 物
質の使 用を撤回す る
措置 の調和
・2015年 までに共通
生物安 全管 理基準 に
よ り動物 を原料 とす
る食 品の安 全の ため
の動物 の衛 生管理 を
調和
・2∝隙年までに木材
の適 法基準 を策定
・森林 認証の段階 的 ・2010年 までにガ イ ヰ ・2015年 までに森林
アプローチの ガイ ド ドラインを現 場で裏 認証へ の地 域評価枠
ラインをZC櫛 年 まで
に作 成
施試駿 組み を確 立
・2010－2011年に国
家 レベ ルでガイ ドラ
インの実施 にための
能力養成
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国際、 地域 織関 と
民間郎門 との協 力、
合同 ア プ ローチ、
技術 移転
WTO ．FAO．CIE．
IPPC，CODEX，
CITESな ど の 国 際
機 間、対話国 と合同
戦 略策定
■ ヰ ⇒
・農業、食品 、林貴
で の研 究、技術 移転
の 協力促進
ンー ケー ⇒
・食の安全、投資 、
合 弁機会、農 産品生
産促 進、市場 アクセ
スの面での民 間との
戦地 的横 様 と合 同ア
プローチの確立
・不法 伐採 とその貿
易 、森林 火災 との戦
い の強化
⇒ ◆ ◆
・不法漁 紫 との戦い
強化
⇒ ◆ ⇒
ASEAN 廃 案 共 同
組 合の促進
・2回問、地地 、多
国 間協力 によ る
ASEAN農 薬 共 同
組 合の戦時的遠携強
化
・ラ ◆ ⇒
・発展可 能性の ある
農 業共 同組合間の ビ
ジネス リンケー ジ確
立
⇒ ⇒ 十
・農薬協 同組合、消
費者 、貿 易業者間 の
直接投資 と戦略提携
の促進
ヰ ⇒ 一ケ
（出所）表3と同じ
第2節　競争力のある経済地域
1）競争政策
競争政策に関連した制度、法が整備されているのは、インドネシア、シン
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ガポール、タイ、ベトナムの4カ国のみである。ASEANレベルでの競争政
策を担当する機関は現在はない。この分野の行動は次のとおりである。2015
年までに全加盟国で競争政策を導入する。競争政策を議論し協調するフォー
ラムとして管陪省庁、機関のネットワークを作る。国家レベルでの兢争政策
の発展のために能力養成を行う。公平な競争環境を創出するために各国の経
験、国際的なペストプラクティスに基礎を置いたア競争政策の地域ガイドラ
インを作る。
2）消費者保護
消費者保護のための行動は、ASEAN消費者保護協調委員会（ACCCP）の
創設、情報の共有と交換のための消費者保護機関のネットワーク創設、統合
ASEAN市場を視野に入れて消費者保護担当者と消費者のリーダーの訓練
をASEANレベルで行う。
3）知的所有権
知的所有権（IPR）分野の協力は、ASEANIPR行動計画と著作権につい
てのASEAN協力のための作業計画により進められる。行動は、行動計画と
作業計画の完全な実施、意匠についてのASEANファイリングシステムの創
設、マドリッド議定書（標章国際登録マドリッド協定補足議定書）への参加、
PR保護の各国機関間の協議と情報交換、伝統的知識（TK）、遺伝子資源
（GR）、伝統文化表現（CTE）についての域内協力の促進、である。
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表12　兢争的な経済地域の戦略スケジュール
2（氾8－2α）9 2010p2011 2012u 2013 2014－2015
競 争 政 策
競 争 政 娃 導 入 の た ・基 盤 作 りの研 究 、 ・競 争 政 策 と法 に つ ◆ う
め ペ ス ト プ ラ ク 研 究 成 果 の 見 直 し、 い て の 地 域 作 薬 計 画
テ イ ス 採 用 導 入 と
能 力 養 成
提 言 と地 域 会 議 開 催 の 策 定 、 能 力養 成 と
ペ ス トプ ラ テ ィス 採
用 に 重 点
・作 喋 計 画 の項 目 爽
地 の た め の資 金 可 能
性 を探 査
◆ ▼う
知 的 所 有 権 行 動 計 ・研 究 実 砲 ・対 話 国 の協 力 に よ ・著 作 権 産 業 の 談 争 成 果
画 る 研 究 の 完 成 力 強 化
1．経 済 発 展 と著 作
権 シ ス テ ム
・著 作 権 シ ス テ ム の
効 果 的 利 用
2．経 済 に 対 す る老 ・ASEAN 加 盟 国 の ・著 作 権 通 知 へ の オ ・ASEAN で の 集 中
作 権 の 改 発 著 作 権 産 業 の発 展 促
進 の た め の 共通 目 標
の 設 定
ン ラ イ ンア ク セ ス 開
発
管 理 協 会 の 設 立
3．FTA を 含 む 知
的 所 有 権 協 定 か らの
柔 軟 性 （制 服 と例 外 ）
の 癒 着 の 利 用 の 事 例
4．楽 団 的 管 理 協 会
と 著作 権 親 判
・ビ ジ ネ ス開 発 サ ー ・国 家 ・地域 オ ン ラ ・同 ネ ッ トワ ー ク の 成 果
ビ ス （BDS） につ い
て の各 国 レポ ー トの
収 娘
イ ン BDS ネ ソ ト ワ
ー クの 形 成
運 用
・運 用 の 評 価 ・ASEANちDS ネ ノ
トワ ー クの 改 善
◆ ・対 話 国 加 盟 国 間 の
協 力 に よ る 能 力 養 成
・う ◆
・適 切 モ デ ル につ い ・加 盟 茶 の 法 と手 耗 知 的 所 有 権 担 当 職 ・ASEAN 恵 匠 プ ア
て の 合 意 き幡 正 只 の 能 力 養 成 イ リ ン グ シ ス テ ム の
実 施
・マ ドリ ッ ド法 定 番 ・参 加 の た め の 法 と ・サ ・マ ドリ ッ ド議 定 書
参 加 の 影 響 調 査 規 机 の必 賢 に 応 じ た
修 正
の実 施
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◆ ・国 家担当機関陶 の
知的 所有権保護 につ
いての協 議、情報交
換
◆ ・う
・国家 TK，GR， ・国 家 TK．GR， ・能力養成 ・TK，GR 及び
CTE及 び集 約 一 党 CTE及 び集 約一 覧 CTliにつ いて の回
の確 定 の確 定 家 地域デ ータベ ース
の作 成、
（出所）表3と同じ
4）インフラストラクチュア開発
ASEAN輸送行動計画（ATAP）2005－2010は海運、陸運、空運と輸送円
滑化をカバーし、48行動措置を含んでいる。輸送協力の行動は次のとおりで
ある。2009年までにASEAN通過貨物円滑化枠組み協定の実施、2010年まで
のASEAN複合一貫輸送枠組み協定の実施、2008年までにASEAN国家間輸
送円滑化枠組み協定を策定し、2010年に実施を始める。陸上輸送では、シン
ガポール一見明鉄道とASEAN高速道路網の完成が優先される。行動は、シ
ンガポールー昆明鉄道の未接続部分の完成、ASEAN高速道路網プロジェク
トの実施完了、とくに3級以下の道路（二重アスファルト舗装の2車線）の
通過輸送ルートに指定された部分の建設と補修、道路安全の向上、である。
海上および航空輸送では、ASEAN単一海運市場の一般原則と枠組みの採
用とASEAN単一航空市場の開発と実施を行う。行動は、関連国際海運組織
の協定の実施、統合され競争力のある海運輸送へのロードマップの実施、
ASEANオープンスカイ政策の実施、ASEAN単一空運市場の実施、である。
情報インフラでは、ICTシステムの相互接続と互換性、インターネットと
電子取引の信用と信頼性の改善を重視する。全加盟国の情報インフラ間の高
速接続を進める。行動は、2010年までに全加盟国の情報インフラの高速での
接続を進め、ビエンチャン行動計画のICT関連措置を実施、各国のコン
ピューター緊急対応チームの能力養成と訓練を強化し地域のサイバーセキュ
リティを強化、ICT機器の利用の促進、税関・ロジスティクス・コンテンツ
ー28－
産業などの産業でのICTの応用、ASEAN通信橡器MRAへの参加国の拡大、
次世代ネットワークに関する地域政策と規制枠組みの採化、である。
エネルギー協力では、ASEAN電力網（APG）、ASEANガスパイプライ
ン（TAGP）の開発を加速する。APGは14の電力相互接続プロジェクト、
TAGPは7のガス相互接続プロジェクトを含む。プロジェクト実施には民
間部門が参加する。ASEAN石油安全保障協定を完成させる。温室効果ガス
の排出削減を行いながら持続可能な開発により共同体を創設することが重要
である。化石燃料資源の制約と価格不安定からバイオ燃料のような再生可能
エネルギー開発を強化する必要があり、自由な貿易、円滑化、協力、インフ
ラ整備を進める。
鉱業協力では、貿易投資の促進、地質・鉱業部門での人材と制度開発、環
境と社会両面で持続可能な鉱業開発、民間部門の参加が行動となっている。
インフラ開発の資金調達では、民間部門と国際穫関の参加を促進し、地域
インフラプロジェクトへの国境を超えた投資への障害を除去、准和する。
5）税制と電子商取引
税制では、2国間の二重課税防止条約を2010年までに全加盟国間で締結す
る。電子商取引では、erASEAN枠組み協定の実施により、ASEAN城内の
電子商取引とオンラインによる物品の取引を可能にする政策と法制面のイン
フラの整備を行う。行動は、電気通信の競争政策のペストプラクティスの採
用と電子商取引についての国内規制の整備、電子契約と紛争解決の法的構造
の調和、電子契約のベストプラクティス・オンラインの紛争解決サービスの
指針となる原則・電子署名の相互承認枠組みの採用と実施、対話国との間で
貿易投資促進拠点となるビジネス界のネットワーキングフォーラム創設、で
ある。
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表13　インフラ開発、税制、電子商取引の戦略スケジュール
2（X略－2（沿9 2010－2011 2012－2013 2014－2015
輸送行動計 画
シン ガポー ル見明
鉄道 （SKRL）
・ホ イ ペ ン ー シ ソ
フ ォン道路の 完成
（2（X冶卒）
道路の安 全 ・ASEAN 道路安 全
5カ年行動計画 の実
施
・道路 の安 全基津の
開発
複 合一貫 輸送 枠組 ・ASEAN 複合 一環 ・少 な くとも 2カ国 ・ASEAN 大 での枠
み協定 輸 送枠組み協定 の発
効 のための必 要な国
内法制措置の 実施
以上 の枠組み協定施
行
軋み協定の 施行
ASEAN 通 過 貨 物 ・第 2 （国境港 湾）、 ・第 6議 定書 （鉄 道、 ・AFAAGIT の完全
円滑化枠祖 協定
（AFAAGIT）
第 7 （税関 トラ ンジ
ット）洪定容 の早期
締 結に より道路輸 送
について
AFAAGヱT を実施
中級駅 ）の完成調印 、 実施 （道路、鉄道 ）
ASEAN 国 家 間 輸 ・ASEAN 高速 道路 ・左富己について の絞
送 円滑化 枠組 協定 ネ ソトワーク第 1縫 一 ルー ト表示番号 の
（FAIST） 定 書の指定通貨 輸送
ルー トの第 3級 以下
の道路 の建設 と改善
導入
・FA王ST の 完 成 と
最 終テキ ス トの採 用
・FAIST の 実 施 開
始 （2010年）
・FAIST の完全実施
・航 空貨物サ ー ビス
完 全自由化 につ いて
の ASEAN 多 国 間
協 定の完成 と調 印と
実 施
・左記協 定の実施
航空 旅行統 合 ロー
ドマ ソプ （m TS）
・上記協 定の実施
（2（ぬ8）
・航 空サー ビスの完
全 自由 化 に つ い て
の ASEAN多 国 間
協 定の完 成 と調 印
（2（幻8年）
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・航空サ ー ビスにつ ・航空サ ー ビスにつ ・左 記協 定の
い て の ASEAN 多 い て の ASEAN 多 ASEAN 大 で の 実
国閥協定 の実施 国同協定の実 施 施
・オ ープンスカ イ取 ・2015年 まで に ・ASEAN 単→航空
り決め に向け
ASEAN 単 一航空市
場の概 念と実現の枠
組み の採 用 （2（拇8）
ASEAN 単 一一航 空市
城協 定実施 の放終準
備
市場協定 の実施
・ASEAN単 一一航空
市場協定 の実施へ の
作栗 開始
統 合 され奴 争カ の ・ASEAN 単一海運 ・左記 ロー ドマ ソプ ・左 記ロー ドマ ップ ・今後 3－ 5年間 で
あ る海 運 のため の
ロー ドマ ップ
市場 の戦略策定 実 施 実 施 ロー ドマ ノブ見直 し
硝報 インフラ ・ASEAN電 気通信
規制 者協 議会
（ARTC）．通 信 機
器適 合性 評価相互承
認協定 （MRA）
・ASEAN 大 での通
信 機器 MRA 実施
⇒ 一ウ
・1ルネ イICT 行
動 計画
・ICT フ ォー カス
・次 世代 ネ ッ トワー
クについての政策 規
制措 置の促進 と浣 化
・域内 の惰 紬 インフ
ラ閥の 高遠 通信に よ
る接続 、能力、ア ク
セ スの ための措置実
施
◆ う
・製品 、サー ビス 、
シス テムの互換性 の
実現
・ASEAN 電子政 府
のガ イ ドラインの全
体 的 枠 組 み の 策 定
（公 共サー ビス土皮内
貿 易投資 とビジ ネス
の円滑化）
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・ASEAN 電子 政府
フ ォー ラム の 実 現
（中 心 と な る 公 共
サー ビスの 確定 と能
力養成）
⇒ う ⇒
・コ ンピューター緊
急対 応チ ー ム （CE
RTs） の能力賽戒 と
ASEAN 地 域 サ イ
バーセキ ュリテ ィ協
力強化
◆ ◆ 十
・MRA 及び 王CT 専
門家の証明 書のため
の行 動計画
コ ンテンツ産梁 ・ASEAN コンテ ン
ツ、 ウェブ サービス
オン ライン産業育 成
行動計 画作成
エネ ルギー協力
ASEAN 電力梱
（APG）
・2∝略年 までに
ASEAが 電 力網覚 書
の批 准
・2∝賂牢12月まで に
2ⅨBAIMSの見直 し
・2他 年 5月まで に
修正 AIMS採用
・2（氾8年 5月まで に
APGCC創 設
・2∝喀年12月まで に
TOR 承認
・TOR を 高級 事 務
レベ ル／経 済大 臣会
議 に報 告 （2α）9年 7
月）
・関連研究 のため の
ス タデ ィグ ルー プ没
立
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・相互接続 プロジ ェ
ク トの 実施 と HAP
UA、経 済 大 臣会 該
へ の報告
う ヰ ◆
・研 究の主な提言 の
採 用と鍵活大 臣会議
へ の報告 （2014年 ま
で）
・APG実 現 の た め
の制度、実施 の取 り
決め （2015年 開始 ）
ASEAN ガ スバ イ ・TAPGマ ス タ ー ・ASEAN 合弁 ガス ・ASEAN ガスバ イ ・ASEAN が スパ イ
プ ライン （TAGP） プランの更新 と採択 パ イプラ イン会社 モ
デ ルの作 成
1 ラインの 所有運営
の ビジネスモデ ルの
採用
プライ ンの廠適利用
・回場 を超え るガス
パ イプ ライン輸遠 の
法 的、規凱枠組 みの
採 用
・ASEAム「がスパ イ
プ ラインの建設 、運
営 、維持 の共通技術
基準の採 用
・TAGP安 全計画の
策定 と実施
税別 ・2010年 までに全加
盟図問で 二重課税 を
防止す る 2回閥協定
を完成
電子商取引 ・加盟 国が電子商取 ・電子商 取引の城内 ◆ ・完全 に調和 した屯
引 法を立法化 ペ ス トプラ クテ ィス
と競桝 に従い関連法
規 を修正 更新
子商取 引の法的 イ ン
フラの 整備
・電子契 約、 オンラ
イン紛 争解決 の調和
したガ イ ドライン と
原 則の実施
・その他 サ イ′ト 儀
的事項 （個人情報消
費 者 保 護、PR な
ど）のペ ス トプ ラク
テ ィスガイ ドラ イン
の採用
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・デ ジタル署名の相
互承認の枠 組み と戦
略の採用
・外国デ ジタル署名
の相互承認 の実験 的
実施に よる回場 を超
えた電子取 引の推 進
・電子 商取 引の法的
インフラについての
能力養成 と情報共有
（出所）表3と同じ
第3節　公平な経済発展
1）中小企業開発
ASEAN中小企業開発政策ブループリント（APBSD）2004－2014が中小企
業開発の枠組みとなっている。その日的は、ASEAN加盟国の多様性を活用
して中小企業開発を加速、情報、市場、人材開発、技能と技術へのアクセス
促進により競争力とダイナミズムを強化、自由貿易化環境下の中小企業の活
力強化、中小企業のASEANの開発への寄与増大、である。行動は、APBSD
の時宜を得た実施、域内の生産流通ネットワークへの中小企業の参加、中小
企業金融を含め中小企業開発のベストプラクティスの促進、である。
2）ASEAN統合イニシアチブ
開発の格差と発展の遅れた国への協力を行いながら統合を進めることが必
要である。2000年11月に開始されたASEAN統合イニシアチブ（IAI）は、
ASEAN内部だけでなくASEANと世界の他地域との格差を是正するための
方向と取り組みを集中する分野を示している。IA工の優先分野は、インフラ、
人的資源開発、ICT、地域統合の能力養成、エネルギー、投資環境、観光、
貧困削減、生活の質の改善である。行動は次のとおりである。IAIをCLMV、
インドネシア・マレーシア・タイ成長の三角地帯（IMT－GT）および東
ASEAN成長地帯（BIMP－EAGA）の公的部門と民間部門にとっての技術援
助と能力開発プログラムを確定し実施するためのペースになるように改善す
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る。ASEAN6によるIAIプログラムへの支援継続、対話臥ADB、世銀な
どの国際機関からの支援確保、経済統合の影響を媛和する経済社会政策の開
発実施を行う政府職員の能力養成、経済統合の影響の社会経済調査。
表14　中小企業開発とASEAN統合イニシアチブの戦略スケジュール
2∝格－2（櫛 2010－2011 2012－2013 2014－2015
中小企業 開発
ASEAN 中 小 企 葉 ・企菜 家のための 共 ・加盟 国と連携 した ・載只の交流 と技 能 ・ASEAN地域 で事
開発 政策 1 Jレープ 通 カ リキュ ラム作 成 中小企 業サー ビス セ 訓 練 の た め の イ ン 華 を行 う中小企業 の
リン ト ンクー の創 設 ター ンシ ップ計 画の
作 成
資金供給輝 として使
用 される地 域中ノト企
粟開発基 金の釧設
・加盟 各国での中小
企業金融 セ ンター 創
設
格差是正
・ASEAN 統 合 イ
ニ シアチ ブ （IAI）
・経 済競合の影響 評
価 の社会 ・経済的 調
査 の定期的実施
⇒ ◆ や
・ASEAN 開 発 基
金
社 会政策の策定 ・実
施 のための政府聡眉
の能 力養成
う ◆ う
・局地経 済開発
（出所）表3と同じ
第4節　グローバル経済への統合
1）対外経済関係への一貫したアプローチ
自由貿易協定（FTA）、包括的経済連携協定（CEP）を含む対外経済関係
で、ASEAN主導（ASEANCentrality）を維持する。行動は、FTAとCEP
の約束とASEAN統合の約束の見直し、対外経済関係、地域及び多国間の分
野における共通のアプローチとポジションを実現するための協調システムの
構築である。
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2）グローバル・サプライ・ネットワークへの積極的参加
行動は、生産と流通の国際的なベストプラクティスの採用と発展の遅れた
加盟国が工業能力と生産性の向上により地域とグローバルな統合イニシアチ
ブに参加できるようにするための包括的な技術援助パッケージの開発である。
表15　グローバル経済への統合の戦略スケジュール
2（沿8－2（09 2010－2011 2012－2013 2014－2015
対外 経済 関係 への
一貫 したア プロ ー
チ及 び グロー バ ル
供給 ネ ノトワー ク
への積極的 参加
・FTA／CEPと域 内
統合 約束の 見直 し
・ラ う ⇒
・対外 、地域 、多 国
間経 済関係 における
共通 アプ ローチとポ
ジシ ョンの ための 協
調 システム の構築
⇒ う ⇒
・生産 と流通 にお け ・生産 と流通の国際 ・国際ペ ス トプラ ク ・EPA／FTA と経 済
る国際 ペス トプラク ベ ス トプラ クティス テ イス に従ったA 共 同体 の約束一貫 性
テイス と基準の と り と基準 についての ガ SEA N生産洗 通の の実現
まとめ イ ドブ ック刊行 整備
・奮発 能力 と生産 性
の向上 のための後発
国 の技 術支援の必 要
分野の確 定
・後発国 の産業能力 と生産性向上 のためのプ ロジェク ト実施
（出所）表3と同じ
第5茄　実施
ASEANの関連した部門別の組織・団体がブループリントのプログラムと
措置の実施に協力し、政府機関が各国レベルでの実施と詳細な行動計画の策
定に責任を持つ。民間部門、業界団体、地域・国家レベルのコミュニティと
の連携が追求される。
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1）実施メカニズム
関係省庁が各省庁の権限でブループリントの実施、約束したことのモニ
タリングに責任を持つ。ASEAN経済大臣会合がブループリントの全体的
な実施に責任を持つ。次の行動が実施される。高級レベルタスクフォース
（HLTF）がブループリントの迅速な実行のために戦略的な提言や勧告を行
う。実施上の課題について部門別の団体組織と定期協議を実施、ASEAN事
務局長が関連大臣会合と首脳会議にASEAN経済共同体の進展について報
告する。実施能力の向上と意思決定の簡素化のため次の措置が提言されてい
る。通知手続き議定書による全てのASEANの経済協定の通知手続きの改
善と透明性の向上、法的文書の批准は署名から6ケ月以内に行う、経済関連
機関の意思決定はコンセンサスにより行い、コンセンサスに至らない場合は
意思決定を早めるH的で他の選択肢を検討、ルールをベースとした共同体と
するために改善された紛争解決メカニズムを活用、合意された経済イニシア
チブの実施の加速のためにASEAN－Ⅹ方式を利用、事前に合意されAEC
の全体的な進展を遅らせないような方法での柔軟な実施の導入。
ASEAN事務局がプル，プリントの実施が決定通りかの見直しと監視を行
う、実施状況の情報は利害関係者に提供される。行動は、統合された関税と
貿易データを含む統計指標の開発、統計とデータの質の調和、経済共同体の
各要素の実施を監視し評価するスコアカードの開発を行うことである。金融
については、首脳への定期的な進展状況の報告を行う適当なメカニズムを創
設する。
2）資源
ASEAN開発基金（ASEANDevelopmentFund）は、ASEANおよび
ASEAN以外から資金を引き出す手段となる。ブル，プリントの実施を進め
るために分析面および能力養成面での支援が必要な事項、分野、テーマにつ
いて技術的な研究と訓練プログラムを確定し実施する。ブループリントの重
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要事項と目標を各国別の重要事項と貫標に転換し各国の国家開発計画に合体
させる。地域インフラ開発プロジェクトへのアジア開発銀行、世界銀行、対
話国と貿易相手国の参加を促進する。ASEAN事務局の研究企画能力を強化
する。ASEAN各国の研究能力と人的資源開発を強化する。新規加盟国の金
融市場の開発と規制枠組みの促進のために能力養成プログラムを作る。
3）コミュニケーション
ASEAN経済共同体の創設に成功するには統合の過程で全ての利害関係者
が関与することが必要である。全ASEAN加盟国で公衆がASEAN経済共
同体について良く知り、ASEANのビジネス界と一般の人々を含む利害関係
者が共同体創設の進展について熟知するようにするために良きコミュニケー
ションプログラムが必要である。そのための行動は、ASEAN共同体の目標、
恩恵、課題について政府職員、主要な利害関係者、一般公衆に説明する包括
的なコミュニケーション計画を開始する、ASEAN共同体の実施において開
かれた議論と情報の共有のための地域的な場を作る、加盟国は実施過程での
結果と課題を捷起的に報告する国家レベルのメカニズムを作る、ASEAN経
済共同体コミュニケーションウェブサイトを創設する。
4）見直し
地域およびグローバルな発展を考慮してブループリントの定期的な見直し
を行う。
第3章　ASEAN経済共同体で何が実現するのか
第1節　ブループリントが目指すもの
ASEAN6は、AFTAを2002年に域内関税を0－5％に削減するという当
初の計画に基づいたFTAとして実現している。2010年にはASEAN6の城
内関税が撤廃され、2015年には新規加盟国の域内関税が撤廃される。
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ASEAN経済共同体ブループリントがスケジュール通り実行されると
ASEANはどのように変わるのであろうか。
物品の貿易
物品の貿易では、センシティブリスト品目と高度センシティブリスト品目
およびCLMVで一部残るIL品目を除き、全加盟国でn品目の関税が撤廃
されている。n品目は99％前後に達するのでほぼ全品目の関税が撤廃され
ている。非関税障壁は、2010年から2015年に撤廃（一部品目は2018年）され
ている。原産地規則は、累積付加価値基準と関税番号変更基準が導入され、
使いやすくなっている。貿易円滑化では、透明で簡素化され、調和が図られ
た貿易手続き、プロセスに変更されている。通関手続きは調和され、関税分
類、関税評価は時代に即したものになり、電子通関システムが導入されてい
る。委託加工、一時持込などの取引に対応が出来る。
電気電子機器での相互承認、化粧品、薬事、医療機器での技術文書の共通
化や単一規制が導入されている。木製品やゴム製品の任意規格と強制規格が
導入されている。食品、農産品、林産品の安全衛生管理手続きや基準の調和
を行い、各国間での協力が行われている。
サービス貿易
サービス貿易では、全サービス分野で実質的に全ての制限が除去されてい
る。また、サービス産業への城内外資出資比率（モード3）は70％以上となっ
ている。サービス供給者の移動（モード4）では自由化約束が行われ、自由
化が進められている。資格の相互承認協定が締結されている。金融市場は段
階的に自由化している。
資本の移動
外国投資への規制は最小限となり、自由で開放的な投資受け入れ体制と
なっており、投資家の移動の自由化が進められている。ASEANとして投資
誘致を進め、産業クラスターと生産ネットワーク育成を進めている。資本市
場の基準の調和、専門家の資格の相互承認などにより資本市場の統合を進め
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ている。ポートフォリオ投資の自由化も進めている。（ミャンマーの）二重為
替制度は廃止されている。資本フローのモニタリングを実施し、IMF8条国
となっている。
人の移動
熟練労働者の移動に自由では、自由職業サービスでの資格の相互承認が行
われている。
共通政策など
せ争政策では、政策導入のための作業計画が進められている。知的所有権
保護では、法律の整備が進み、人材の育成、協力ネットワークの構築が行わ
れている。
インフラ整備では、シンガポールー昆明鉄道の建設が進み、道路の安全基
準が作られている。複合一貫輸送協定、通過貨物円滑化枠組み協定が施行さ
れている。単一航空市場協定の施行により、オープンスカイが実現している。
単一海運市場へのロードマップが実施されている。情報インフラでは、通信
機器のMRAが実施され、域内高速通信ネットワークが出来、製品やサービ
スの互換性が実現している。電子政府の実現に向けて協力を行っている。
ASEAN電力網とASEAN横断パイプラインが作られつつある。
全加盟国で電子商取引法が策定され、デジタル署名の相互承認が決められ
ている。電子契約などにより城内の電子商取引が推進されている。
二重課税防止条約が全加盟国間で締結されている。中小企業支援にための
サービスセンターと開発基金がASEANレベルで創設されている。経済統
合の影響が評価され、対応策が実施されている。FTAは見直しが行われて
いる。
第2節　評価
ブループリントによると、ASEAN経済共同体は、物品、サービス、投資、
資本、熟練労働者の自由な移動が実現した地域である。FTAから次の段階
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に向けてASEANが行動を開始したことは高く評価できるが、ここで検討す
る必要があるのは、（ヨブループリントを実施した場合に物品、サービス、投
資、資本、熟練労働者の自由移動が実現しているのか、②ブループリントが
計画通り実施できるのかの2点である。
1〉　自由な移動は実現しているか
物品の移動では関税はほほ撤廃されているし、非関税障壁も撤廃すること
になっている。その意味では2015年にFTAが実現している。自由に移動で
きるのは原産地規則を満たした物品だけである。関税撤廃の対象となるため
には、原産地証明書に多くの書類を添付して申請するなどの手続きが必要で
ある。また、外国畠を差別する内国税の撤廃など内国民待遇については言及
されていない。また、政府調達の開放は全く対象となっていない。規格の相
互承認は、電気電子などいくつかの品巨＝こ限られており、極めて範囲が狭い。
欧州共同体は、「ある国で合法的に生産・流通する製品は他の国でも流通を認
められねばならない」という原則を、必要最低限の調和と相互承認を組み合
わせた新アプローチにより実現している7。こうしたアプローチは、試験検
査機関、人材、制度面での発展と蓄積が必要だが、今後ASEANも学ぶ点の
一つであろう。また、欧州では、城内国境の税関を廃止し物品、人の自由移
動と輸送の円滑化を実現し、多大のコストの削減に成功した。ASEANは関
税同盟ではないため税関は今後も必要である。当面は無理であるが、各国の
関税率の低下を見ながら関税同盟を作ることも検討課題となろう。
サービス貿易は全分野が開放されるとなっている。モード別にみると第1
モード（サービスの越境）と第2モード（国外消費）は自由化が進むだろう
が、第3モード（業務拠点）は外資出資比率が70％であり、第4モード（サー
ビス供給者の越境）はどの程度開放されるのか明確でない。熟練労働者の移
動は、貿易、投資に従事する熟練労働者、専門家が対象であり、資格の相互
承認は自由職業サービス（専門サービス）が対象である。
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投資は、投資前と後の内国民待遇を認めるとしておりかなり自由化が進む
だろうが、最小限の制限は残るとしている。最小限の内容は明らかにされて
いない。
物品、サービス、資本、人の自由な移動が実現した地域統合は共同市場で
あるが、ASEAN経済共同体は共同市場としては不完全であり、「FTAプラ
ス」であると言えよう。むしろ、日本政府がASEANと締結している経済連
携協定（EPA）に近い内容である。
ブループリントは、実施する措置、その内容、スケジュールをかなり具体
的に提示しているが、明確でない項月も多い。欧州共同体では、城内市場創
設に際し、「国籍による差別の原則」、「他の国で合法的に流通する製品は自
国への輸入と流通を妨げることは出来ない」、「サービス供給の自由と開業の
権利」などの基本原則があった㌔　しかし、ブループリントは自由な移動の
実現を目標としながら、こうしたシンプルな原則は明示されてはいない。
より重要なのは、ブループリントが実行されるかである。ASEANの過去
の地域協力の実績からこの点への懸念は拭えない。優先統合分野のロード
マップも全てが予定通り実行されてはいない模様である。
欧州では、関税同盟と共通農業政策は1969年には実現したが、EEC条約
が百様として掲げていた共同市場は実現していなかった㌔その理由となっ
たのが市場統合に関する法令採択には全会一致が必要だったことである。そ
のため、欧州共同体は、1987年に単一欧州議定書を発行させ、市場統合に関
しては特定多数決制を導入した。特定多数決制の導入により市場統合は具体
的に進みだした歴史がある。
2）どのように「実行」を担保するのか
ASEANは、共同体創設に向けての意思決定の迅速化と決定事項の確実な
実施、事務局機能の強化を目的に2（刀7年の首脳会議でASEAN憲章を採択し
た10。ASEAN憲章は、ASEANに法的な基盤を与えるものであり、共同体を
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構築するための法的・制度的な枠組みとなる。バンコク宣言を基盤としてお
り法的基盤が弱かったASEANは、ASEAN憲章により制度的に強化され、
決定が法的拘束力を持つようになる。
ASEAN憲章は、前文、12章、55条から構成されている。主要な点は、①
国際機関として法人格を付与、（かASEAN首脳会議が最高意思決定機関で年
2度開催、③ASEAN調整委員会（従来の外相会議）と共同体委員会を設置、
（り人権横関の設置、⑤協議と全会一致（consultatlOnandconsensus）による
意思決定を行い、全会一致ができない場合は首脳会議が決定、⑥深刻な憲章
の侵害行為・不履行は首脳会議が決定、⑥紛争解決を規定、などである。
2007年1月の首脳会議に提出された賢人会議の報告書は、①ASEANのF
的、原則、合意への重大な違反や不履行に対しては、除名を含む、権利、特
権の停止などの措置をとること、③コンセンサス方式を原則とし、安全保障
と外交政策以外の分野では、コンセンサス方式で決定が出来ない場合は多数
決によること、を提案していた。採択された憲章は、首脳会議での多数決に
よる決定の余地が残されているが、報告書で示された抜本的な提案からは後
退した内容となっている。
憲章では、経済関係の決定の実施について、合意が得られれば、実施でき
る国から実施するという「ASEAN－Ⅹ」方式を含む柔軟な方式が採用され
るとしている。サービス貿易と投資は、「ASEAN一Ⅹ」方式が採用されてい
る。
ASEANの多様性と経済格差を考慮すると、柔軟な対応を続けることも必
要だが、柔軟な対応ではブループリントの実施が担保されるのか、疑問であ
る。憲章の首脳会議での運用が重要になってくるだろう。
現在、ASEAN事務局が考えている実行の担保は、①ASEAN経済共同体
ブループリントのスコアカード、（診ピア・プレッシュアの2つである。スコ
アカードは、ブループリントの各項目について、国別に実施状況を示した表
である。開始時期、終了時期、担当機関、法的措置などが国別に明らかにさ
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れるもので各国別の措置の実施状況が明らかになる。ピア・プレッシュアは、
実施状況を明らかにすることにより実施が遅れている国に圧力を加えるもの
である。
ASEAN事務局は、各共同体担当の事務次長がおかれるなどASEAN共同
体創設に向け組織強化を図っており、2009年には新たな組織に再編される。
表14　ASEAN経済共同体（AEC）と他の地域統合の比較
EC AEC EPA FTA（狭義）
関税撤廃 ○ ○ ○ ○
共通関税 ○ × × ×
非関税障壁撤廃 ○ ○ △ △
サービス貿易自由化 ○ ○ △ ×
規格 ・標準の調和 ○ △ △ ×
人の移動の自由化 ○ △ △ ×
貿易円滑化 ○ ○ ○ △
投資の移動 ○ ○ ○ ×
資本の移動 ○ △ △ ×
政府調達の自由化 ○ × △ ×
知的所有権の保護 ○ △ ○ ×
競争政策 ○ △ △ ×
税制調和 △ × × ×
協力 ○ ○ ○ ×
共通通貨 ○ × × ×
主権委譲 △ × × ×
（注）○は実現している（あるいは目指している）、△は対象としているが実現は不十
分、×は実現していない、あるいは、対象としていないことを示している。ただし、
厳密なものではない。FTAでも米国の締結するFTAは、広範周のサービス貿易
自由化、知的所有権保護などを規定している。AECは目標に向けての措置が実施
できるかが大きな課題であるがここでは実現できると仮定している。
（出所）執筆者が作成
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おわりに
ASEANが地域協力機構として新たな段階に入りつつあることは確かであ
る。自由貿易地域は当初は多くの批判を浴びたが、スキームの開始以来15年
を経て完成に近づいている。
関税撤廃は2010年（新規加盟国は2015年）だが、例外品目は極めて少ない
FTAとなっている。ASEAN経済共同体は、物品、サービス、資本、人（熟
練労働者）の自由な移動を実現することを目指しており、共同市場を目標に
している。世界的にみても共同市場以上に統合が深化しているのは欧州連合
のみであり、FTAからさらに統合を深化させようとしているASEANの営
為は注目に値しよう。
ブループリントは統合の深化の行動計画として画期的な文書であるが、本
論で検討したように具体性が欠ける記述や不明確な点が見受けられる。内国
民待遇や政府調達は全く言及されていないし、人の移動も限定されたもので
ある。税制や薬争政策もコア・エレメントとなっているものの、内容は二重
課税防止条約の締結促進と競争政策導入の基盤作りであり、付加価値税の調
和などの措置はないH。従って、ブループリントが予定通り実行されても実
現するのは「FTAプラス」である。
また、最大の課題は実行されるかどうかである。ASEANを組織的に強化
し、決定の実効性を高めると期待されたASEAN憲章が賢人会議の報告から
かなり後退したものとなっている。多数決による決定や不履行への対処は首
脳会議で決定することになっており、首脳会議の重要性が増している。こう
した問題や課題はあるが、ブループリントおよびスコアカードを通じた経済
共同体創設へのASEANの意思と決定は高く評価できる。
ASEAN経済共同体と日本がASEANとの間で締結しているEPAは、内
容・目標は近似している。ASEAN種済共同体とEPAの連携の可能性の研究
を行うことが望まれる。当面の具体策として、規格の相互認証や統一1・規格の
作成、関税分類コードの統一、シングル・ウインドウなど貿易円滑化分野で
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の協力と連携が考えられる。研究は、民間企業によるインプットを重視し、
貿易・投資面での実効性を高めることを志向する。同時に、日本とASEAN
のEPAについての見直しを行い、協定税率がMFN税率より高くなる逆転
現象の是正、サービス貿易の自由化率の上昇などを検討、実施する。AECに
おける人の移動の自由化は、熟練労働者と専門家などかなり限定されており
EPAとの調整が考えられる。次の段階として日中韓を加えた東アジアの市
場統合への物理的障害、技術的障害を調査・研究し、東アジア版「単一市場
白書」を作成したらどうであろうかこ
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